小平市発達支援相談拠点検討委員会報告書

平成２９年３月

小平市発達支援相談拠点検討委員会
はじめに
　平成17年5月の発達障害者支援法の施行により、発達障がいの認知が広がり、その支援の重要性が示されてきました。そして平成28年8月に改正発達障害者支援法が施行され、支援の在り方が発展してきています。また、平成28年4月に施行された障害者差別解消法によっても、合理的配慮の考え方など障がいそのものの捉え方が進んできています。

　発達障がいの捉え方は、その子が持つ障がいを特定しそれに合った支援を行うという医学モデルから、ICF（国際生活機能分類）に基づくような社会モデルへと発展し、そして近年ではこれまでの捉え方に加え、保護者や当事者自身の困り感に焦点を当てた支援の必要性へとシフトしているように感じています。
　また、発達障がいは様々な支援によって改善していくことや、逆に発達段階や環境の変化によって新たな課題が生じるものであり、長期的な視点に立つ必要があるという認識が広まっています。

そのために、保護者・当事者を中心とした専門機関同士のつながりや、生涯発達の視点から支援システムを構築していくことが必要となります。

　小平市においては、言語相談訓練事業など早くから発達支援の取組に力を入れてきています。そして近年では支援機関の増加や支援の多様化など、目覚ましい発展があります。しかし、発展に伴って新たな課題が発達支援の現場や保護者、当事者から示されてきました。

　その課題に対応すべく、小平市障がい者福祉計画・第四期障害福祉計画（平成27年度～平成29年度）、小平市特別支援教育総合推進計画後期計画（平成28年度～平成32年度）において、早期発見・早期療育に係る相談支援拠点の創設について検討することとし、小平市発達支援相談拠点検討委員会を設置しました。

　検討委員会の中では、発達障がいを取り巻く現状と課題、そして支援の在り方について議論を行い、それを実現できるような相談拠点の在り方を議論してきました。日頃発達支援に直接携わる委員それぞれの立場から意見がなされ、発達障がいを多角的に捉えるとともに、当事者及び保護者の立場に立つことを念頭に検討を重ねました。

そのような中で、相談拠点を中心とし、福祉、保健、子育て、教育、医療分野が横断的に連携し、ライフステージに応じた途切れのない支援ができる仕組みを小平市が主導的に構築していく必要性が議論されてきました。

　本報告書はその結果に基づき、今後どのような支援体制が必要かについて具体的にまとめたものです。本報告書が、小平市の発達支援をより一層充実していくための一助となることを期待します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　小平市発達支援相談拠点検討委員会

　委員長　飯野　雄大
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第１　発達障がいを取り巻く現状

１　発達障がいとは

　　　平成２８年に改正された発達障害者支援法第２条では、発達障がい者とは、「発達障害（自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害で、その症状が通常低年齢で発現する障害）がある者であって、発達障害及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるもの」と定義されている。
図表１　代表的な発達障がい








                                            ※厚生労働省資料より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※このほか、トゥレット症候群や吃音

なども発達障がいに含まれる。

２　発達障害者支援法の施行

　　　発達障がいのある人については、その支援を目的とした法律がなく、障がい者に関する法律の中では制度の谷間に置かれていた。従来の施策では十分な対応がなされていないことや、障がいとしての認識が必ずしも一般的ではなく、その発見や適切な対応が遅れがちであることなどから、発達障がいのある人やその保護者は負担を強いられていた。

発達障がいのある人やその保護者への支援体制の確立は喫緊の課題となっていたことから、平成17年4月1日に発達障害者支援法が施行され、発達障がいに対する国民の理解の促進や、発達障がいのある人に対する包括的な支援体制の構築などに向けた本格的な取り組みがスタートした。

　　　法の中では、発達障がい者の定義を明確にし、地域において一貫した支援を行っていくこと、支援を行う上で関係機関が連携していくことを国及び地方公共団体の責務として規定している。

　

３　改正発達障害者支援法

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として平成23年8月に障害者基本法の改正、平成28年４月に障害　を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の施行、法律の施行後10年が経過したこと等から、発達障がい者の支援の一層の充実を図るため、法律の全般にわたって改正を行い、平成28年8月に施行された。
改正発達障害者支援法の主な改正点は、以下のとおり。

	項目
	内容

	目的の改正（第1条）
	切れ目のない支援の重要性に鑑み、障害者基本法の理念にのっとり、共生社会の実現に資することを目的に規定

	発達障害者の定義の改正（第２条）
	発達障害がある者であって、発達障害及び「社会的障壁」により日常生活・社会生活の制限を受けるもの

	基本理念の新設（第２条の２）
	発達障害者の支援は、

①社会参加の機会の確保、地域社会において他の人々と共生することを妨げない

②社会的障壁の除去に資する

③個々の発達障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じて、関係機関等の緊密な連携の下に、意思決定の支援を配慮しつつ、切れ目なく行う

	国及び地方公共団体の責務の追加（第３条）
	相談に総合的に応じられるよう、関係機関等との有機的な連携の下に必要な相談体制を整備

	発達障害の疑いがある場合の支援の改正（第５条）
	市町村は、発達障害の疑いのある児童の保護者への継続的な相談、情報提供及び助言に努める

	教育に関する改正（第８条）
	発達障害児が発達障害児でない児童と共に教育を受けられるよう配慮。個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成の推進、いじめの防止等の対策の推進

	情報の共有の促進の新設（第８条の２）
	国及び地方公共団体は、個人情報の保護に十分配慮しつつ、支援に資する情報共有の促進のため必要な措置を講じる

	発達障害者の家族等への支援に関する改正（第１３条）
	都道府県及び市町村は、家族その他の関係者に対する情報提供、家族が互いに支え合うための活動の支援に努める


※発達情報・支援センター資料より抜粋

　４　発達障がい者の現状

　　　

図表２　　医療機関を受診した発達障がい者数
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※厚生労働省社会保障審議会障害者部会（第８０回）

　　資料３　発達障害者支援法の一部を改正する法律（概要）より

※患者調査は、病院及び診療所（以下「医療施設」という。）を利用する患者について、その属性、入院・来院時の状況及び傷病名等の実態を明らかにし、併せて地域別患者数を推計するにより、医療行政の基礎資料を得ることを目的とするもの｡

厚生労働省が実施する患者調査によれば、診断やカウンセリング等を受けるために医療機関を受診した発達障がい者数は、平成１４年度に約３万５千人だったのに対し、平成２６年度には約１９万５千人となっており、大幅な増となっていることがわかる。（図表２）
　　　また、文部科学省の障害のある児童生徒の教材の充実に関する検討会が、平成２４年２月に行った「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」の結果では、小・中学校の通常の学級において、学習面又は行動面において著しい困難を示す児童生徒の割合は推定値として、６.5%という結果が出ている。（図表３）

　図表３　知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合

	
	推定値（９５％信頼区間）

	学習面又は行動面で著しい困難を示す
	６.５％（６.２％～６.８％）

	学習面で著しい困難を示す

　Ａ：学習面で著しい困難を示す
	４.５％（４.２％～４.７％）

	行動面で著しい困難を示す
	３.６％（３.４％～３.９％）

	　Ｂ：「不注意」又は「多動性－衝動性」の問題を著しく示す
	３.１％（２.９％～３.３％）

	　Ｃ：「対人関係やこだわり等」の問題を著しく示す
	１.１％（１.０％～１.３％）

	学習面と行動面ともに著しい困難を示す
	１.６％（１.５％～１.７％）

	Ａ　かつ　Ｂ
	１.５％（１.３％～１.６％）

	Ｂ　かつ　Ｃ
	０.７％（０.６％～０.８％）

	Ｃ　かつ　Ａ
	０.５％（０.５％～０.６％）

	Ａ　かつ　Ｂ　かつ　Ｃ
	０.４％（０.３％～０.５％）


さらに、厚生労働科学研究費補助金の障害者対策総合研究事業において、信州大学医学部付属病院子どものこころ診療部長である本田秀夫医師が研究代表を務め、自治体における発達障がいの支援ニーズの実態把握、地域特性に応じた発達障がいの支援システムの現状を調査し、具体的な地域支援のモデルを示すことを目的する調査研究を行った。

この研究報告書の中で、「多くの地域で、未診断事例も含めた発達障がいの支援ニーズは、小学１年生で少なくとも１０％程度は存在する」としている。（注）

（注）厚生労働省研究報告書

「発達障害児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援の実施と評価」 P.1

（平成２８年３月）

　５　厚生労働省研究事業における最新の研究事業（概要）

　　　前述した厚生労働省の研究では、人口規模、自治体の経済状態等により、特性の異なるいくつかの自治体を選択し、平成25年度から３年間にわたり、それぞれの地域における発達障がいの支援ニーズの実態の把握を行うとともに、地域の特性に応じた発達障がいの支援システムの現状を調査し、具体的な地域支援のあり方についてモデルを示すことを目的として行われた。

　　　調査にあたっては、以下の４つの類型に分けて実施している。

　　

≪地域類型≫
　　・政令指定都市グループ

　　・中核市・特例市・特別区グループ

　　・小規模市グループ

　　・小規模町村グループ

　　

　　　このうち、自治体の特性として、人口規模２０万人未満である本市と同じ「小規模市グループ」と、人口規模が20万以上であるが、都市部にある本市の特徴と類似していることが想定される「中核市・特例市・特別区グループ」における発達支援の現状、課題、必要な支援等を示す。

(1) 小規模市グループ

　①　現状と課題

	項目
	内容

	調査対象団体
	福岡県糸島市、岐阜県多治見市、岐阜県瑞浪市、岐阜県高山市、山梨県山梨市、福島県南相馬市

	地域特性
	大都市に比べて、人員の配置は手厚い（保健師等）。

	早期支援システム
	

	
	療育システムと診断機能
	・小規模の児童発達支援事業所が地域の療育の中核を担っている。

・保育所や幼稚園の並行通園（注）を行っている地域が多い。

・医療型療育施設がなく、児童発達支援センターの整備も困難

・療育の担当者は主に保育士で、作業療法士や言語聴覚士などが配置されていないことがしばしばあるため、専門的な地域や技術の担保が課題

	
	療育以外の支援システム
	・心理職が療育のつなぎに大きな役割を果たしている。

	
	保育園・幼稚園における支援システム
	・幼児の多くが、療育機関と保育園・幼稚園の並行通園を実施

・園の中での支援の専門性・妥当性の担保が課題

・専門性の補完機能として、専門スタッフによる定期的な巡回相談、多職種による巡回相談を実施

	
	就学移行支援
	・顔の見える関係による移行支援（就学支援シートの活用等）

	学齢期の支援
	・特別支援学級と通級指導学級が地域の特別支援教育の中核

	人材育成
	・乳幼児健診における保健師の問診の評価を一致させることに苦慮

・乳幼児健診後の保健師・心理士などの多職種を含めたカンファレンスの在り方が重要


（注）並行通園

障がいのある幼児が保育所・幼稚園に入所しながら，別の専門機関で療育を受ける形態。

②　提言

	提言内容
	理由等

	発達支援室の設置
	・関係機関との連携をスムーズにしていくための調整機関として、市の行政の中に設置する必要がある。

	児童精神科医の確保
	・症例検討などで、地域の専門家育成について児童精神科医に期待

	心理職の配置
	・健診時、相談・調整において、心理職の配置は不可欠

	就学移行支援シートの活用
	・定型的な情報シートと顔の見える支援の組み合わせによるハイブリッドな支援システムの構築が可能

	都道府県による人材育成の場と機会の保障
	・大学の専門家の支援が得られると、研修が促進される。


　　(2) 中核市・特例市・特別区グループ

　　　①　現状と課題

	項目
	内容

	調査団体
	中核市…北海道函館市、愛知県豊田市、宮崎県宮崎市

特例市…長野県松本市

特別区…東京都板橋区

	直接支援機能
	

	　　
	発見機能
	・集団健診方式による１歳６か月児健診と３歳児健診

・保育園、幼稚園、小中学校、医療機関も発見機関として重要

	
	敷居の低い子育て支援機能
	・発達支援、子育て支援、障がいへの気づき支援がセットである敷居の低い子育て支援事業は重要

	
	専門療育機能
	・児童発達支援センターの設置は必須

	
	専門医療機能
	・安定的な医療提供や総合的な支援のために専門医療施設は必置

	
	統合保育機能
	・私立幼稚園では統合保育の実態把握が不十分であることから、私立幼稚園との連携を組織的に行う必要がある。

	
	学校教育
	・特別支援教育に係る教員の質の向上や地域の福祉・医療機関との連携が課題

	間接支援機能
	

	
	研修・人材育成
	・保育所等への研修・人材育成をシステム全体の専門性向上のための重要な機能と位置付け、包括的、組織的、体系的に実施する必要がある。

	
	連携・システム運営
	・連携組織の整備が重要

・運営の専門性を高める研修として、各自治体の社会資源のアセスメント演習（自治体診断）も必要


　　　②　提言

　　　　ア　発達支援システムの原則

　　　　　　中核市や特例市のように規模が大きく、多種多様な組織団体等が関与する自治体で発達支援体制整備を行う場合の４つの原則は次のとおり。

イ　支援システム

(ｱ) 直接支援機能

発見－敷居の低い子育て支援機能－専門療育－専門医療（診断と医学的リハビリテーション）－統合保育－学校教育－相談　の７つの直接支援機能の自前による整備

　　　  (ｲ) 間接支援機能

連携、システム運営、研修・人材育成、研究、行政への提言等からなる間接機能の整備
６　まとめ

　　発達障害者支援法では、

　　・社会的障壁の存在とそれを除去する必要性　

　　・途切れのない、一貫性のある支援

　　・個人情報保護を遵守した上での支援機関の連携

　　等が規定されている。

　　また、厚生労働省の研究報告書では、

　　　・発達支援室の設置

　　　・各支援機関の得意な領域に特化し、それを連携させる部門が機能すること

等について提言されている。

　　小平市においても、こうした理念や考え方を踏まえて支援体制を構築していくことが望まれる。
第２　小平市の発達支援の現状
図表４　市内の療育機関及び相談支援機関の現状
[image: image2.wmf]年齢

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６歳

１２歳

１５歳

１８歳

健診

等

（早期

発見）



相談

教

育

・

保

育

・

療

育

・

放

課

後

の

生

活

支

援

の

取

り

組

み

（１）健康推進課

乳幼児健康診査

（３〜４か月、１歳６か月、３歳）

乳幼児心理発達相談

ほか

（２）巡回相談

保育園・幼稚園・認定こども園

保育園・幼稚園・認定こども園等

小学校

通常の学級

特別支援学級

特別支援学校

（小学部）

特別支援学校

（中学部

）

特別支援学校

（高等部）

中学校

通常の学級

特別支援学級

高校

通常の学級

（１）言語相談訓練

（たいよう福祉センター・あおぞら福祉センター）

（２）児童発達支援

（あすの子園、小平福祉園等）

（３）心身障害児通所訓練委託

（整育園トマト）

（４）放課後等デイサービス

（ゆうやけ子どもクラブ等）

児

童

館

学童クラブ

放課後子ども教室

（１）健康センター

（２）子ども家庭支援センター

（３）地域自立生活支援センターひびき

（４）児童相談所

（５）教育相談室

ひびき

たいよう福祉センター

あおぞら福祉センター

ほっと

ほか

就学相談室

子ども広場


　※上記の機関のほか、医療機関、保健所、大学、民生委員・児童委員など、多様な社会資源が関わりを持っている。
　本市では、発達支援に関して統括する発達支援担当部署や発達支援センターはないが、各課において、図表４のとおり発達支援に関する様々な取組を行っている。ここでは、平成２８年３月に策定した小平市特別支援教育総合推進計画後期計画（平成28年度～３２年度）の中で紹介している各課で行っている発達支援に関する主な取組を中心に、市の発達支援の現状を説明する。
１　発達障がい者（１８歳以下）の推計

図表５　１８歳以下の人口推移
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※各年４月１日、住民記録情報による

　　図表５は、小平市の１８歳以下の人口推移である。平成２１年以降微減傾向にあったが、平成２４年から増加に転じ、平成２８年には３１,８８８人となり、過去１０年間で最低だった平成２３年の３０,８９７人から平成２８年にかけて約１,０００人の増となっている。

　「第１ 発達障がいを取り巻く現状」で紹介した文部科学省の調査や厚生労働省の研究報告から、１８歳以下の発達障がい者数は、約６．５％から１０％程度存在すると仮定すると、市内の１８歳以下の発達障がい者の数は、
　　平成２３年　２,００８人～３,０９０人

平成２８年  ２,０７２人～３,１８９人

と推計される。

２　乳幼児期の支援

(1) １歳６か月児健康診査
母子保健法に基づき１歳６か月児を対象として、発育・発達の確認と、疾病等の早期発見を図るとともに、幼児の健全な育成や保護者への育児支援のために、健康推進課では１歳６か月児健康診査を実施している。

図表６　１歳６か月児健康診査
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１歳６か月児健康診査受診者実人数はおおむね横ばいで推移しているが、健診時の心理相談利用者の割合は増加している。（図表６）
図表７は心理相談の相談内容別の内訳推移であるが、相談のうち言語及び情緒等についての相談が多いことがわかる。
図表７　１歳６か月児健康診査における心理相談の内訳推移
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※表中、相談内容別内訳で「言葉」の「うち、個別相談」とは、心理発達相談事業の個別相談につながった件数
図表８では、医師診察による所見で、言葉の遅れが心配な幼児の人数の推移をグラフ化している。

健康推進課では、言葉の発達が気になる幼児がいる場合は、健診時心理相談から心理発達相談事業につなげ、さらに、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターの言語相談訓練等につなげるなど、早期発見、早期療育に努めている。

健康診査では、問診で発達の確認を行い、幼児の発達が心配な場合、心理相談をすすめている。言葉の遅れが気になる場合は、個別相談である心理発達相談事業につなげている。

さらに、健診時心理相談を利用しなかったが、言葉の遅れなどで心配な幼児は、２歳児になると経過を確認し、言葉の遅れなどがある場合は、必要に応じて支援機関につなげるよう早期発見に努めている。

図表８　１歳６か月児健康診査で医師の所見がある人数と割合
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図表９　医師の所見の指示内容内訳
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医師の所見は、言葉の遅れか精神発達遅滞がある場合で、指示内容は一時的指導が中心である。（図表９）
(2) ３歳児健康診査
１歳６か月児健康診査と同様、３歳児を対象として、発育・発達の確認と、疾病等の早期発見を図るとともに、幼児の健全な育成や保護者への育児支援を図ることを目的に、健康推進課では３歳児健康診査を実施している。（図表１０）

図表１０　　３歳児健康診査
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図表１１　　３歳児健康診査で医師の所見がある人数と割合
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１歳６か月児健康診査同様、医師診察による所見がある幼児の人数は年々増加している。（図表１１）
　

 (3) 乳幼児心理発達相談

図表１２　心理発達相談（個別相談）
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健康推進課では、発達の遅れなどで経過観察が必要な幼児とその保護者を対象に、心理相談員による個別相談を実施している。

また、個別相談において集団による経過観察が望ましいと判断された親子に対し、子どもの成長・発達を促すこと、保護者の育児不安に対し支援することを目的として、集団指導を実施している。

心理発達相談（個別相談）延べ人数は最近５年間では横ばいで推移している。（図表１２）

また、言語発達遅滞が疑わる乳幼児で、言語相談訓練を紹介した人数は以下のとおりである。（図表１３）
図表１３　心理発達相談事業から言語相談訓練を紹介した人数

	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度

	33人
	24人
	35人
	27人
	46人


　(4) 言語相談訓練

　　　言語相談訓練は、たいよう福祉センター（障害者福祉センター）、あおぞら福祉センターで実施しており、１歳６か月から１５歳までの子どもを対象に、言語聴覚士が言葉の表出・理解や会話・コミュニケーションに対する助言・訓練及び保護者への支援と環境調整等の相談を行っている。

　　　「言葉の発達が遅い」「質問にうまく答えられない」「お友だちとうまく遊べない」「会話になりにくい」「発音がはっきりしない」「言葉に詰まる」などの心配がある子どもに対し、その子の状態に応じて月１回～２回程度、原則として個別での訓練を１時間程度実施している。

　　　 図表１４　　言語相談訓練延べ人数
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　言語相談訓練は、訓練以外でも利用者の相談に応じるなど、市の療育支援において重要な位置を占めている。

利用延べ人数は、年々増加しており、きめ細やかなに対応するために体制の整備・充実が求められている。（図表１４）
　

(5) 児童発達支援

就学前の障がい児の発達を促すことを目的とし、集団や個別での訓練や遊び、保護者への指導・助言を行うもので、たいよう福祉センター（あすの子園）で実施しているが、利用希望者も多く、療育の場、成長の場が不足している状況である。（図表１５）
平成２８年４月からは、児童発達支援「すけっち」が小平福祉園で新たに開所した。すけっちでは、並行通園を実施し、幼稚園等に在籍しながら曜日を分けて通っている幼児への療育を行っている。
図表１５　児童発達支援実人数
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※平成２３年度は旧法の児童デイサービスの人数をカウント

※市外の児童発達支援及び医療型児童発達支援利用者も含む

(6) 巡回相談事業

    図表１６　　巡回相談事業実施状況
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市内の幼稚園・保育園・認定こども園では、障がいがある幼児や発達が気になる幼児の受け入れを行っており、インクルーシブ保育において重要な役割を果たしている。

そうした施設を言語聴覚士、臨床発達心理士などの相談員や作業療法士が巡回し、幼稚園教諭や保育士に対し、発達支援に関する指導・助言を行っている。（図表１６）
巡回相談により、幼稚園教諭や保育士の力量は確実に高まっているが、保育需要の高まりにより、市内の私立保育園数は急増しており、それに伴い、巡回相談員の質と量の確保が課題になっている。（図表１７）
図表１７　　市内保育園数の入園人員の推移
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※保育園数は各年度末、入園人員は各年度４月１日

※平成１８年より公立保育園への巡回が開始され、その後私立保育園の巡回相談が開始された平成２１年度の私立保育園数は８園（分園除く）で公立保育園１０園を含め１８園だったのに対し、平成２８年度は２６園に増加し、合計３５園（平成２７年度末に市立鈴木保育園が私立すずのき台保育園に移行したため、公立保育園は９園）となっている。さらに平成２９年４月には私立保育園７園の新設を予定している。

保育園への入園人員もそれに伴い増加し、平成２８年度は１９年度と比較すると約１,０００人の増となっている。
(7) 白梅学園大学連携事業

平成２０年度から平成２１年度まで白梅学園大学が文部科学省の補助金を受け、小平市と協定を締結し実施していたもので、事業の終了に伴い、平成２２年度から市の委託事業として再編し実施している。（図表１８）
図表１８　白梅学園連携事業　平成２７年度実績
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※SSTとは、ソーシャル・スキル・トレーニングのことで、社会生活の上で様々な困難を抱えるたくさんの人たちの自己対処能力を高め、自立を支援するための訓練方法
発達障がいなど障がいがある子どもへの療育を通し、子どもたちの成長を促し、あわせて障がいに対する理解啓発を図ることを目的としている。

事業の特色として、白梅学園大学の教職員のみならず、ゼミなどの学生を多数参加させ福祉人材として活用を図るところにあり、また地域の関係機関、社会資源とも連携を図っている。

また、保護者も気軽に参加することができる場として、好評である。

３　学齢期の支援

(1) 就学相談

　　就学相談は、特別な支援を必要とする児童・生徒及びその保護者からの相談に応じ、障がいの種類や程度に合わせて、適切な教育を保障することを目的としている。

　就学相談の件数は直近の５年間をみると概ね７０件前後で推移しているが、児童・生徒・保護者からの相談に適切に対応するために、学校管理職経験者を就学相談員に配置し、きめ細かい対応に努めている。（図表１９）
　図表１９　就学相談件数
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　※件数は、小学校・中学校の合計

(2) こげら就学支援シートの活用

  就学にあたっては、家庭や幼稚園、保育園、認定こども園等での支援や配慮を小学校に引き継ぐことを希望する保護者が、こげら就学支援シートを作成し、小学校に提出している。（図表２０）
こげら就学支援シートは、保護者だけでなく、保護者の同意のもと幼稚園、保育園、認定こども園、療育機関、医療機関などの支援機関も記入するもので、学校において児童に配慮すべき事柄を伝え、児童が心配なく学校生活を送れるようにするものである。

学校では学級編成や指導の参考にするとともに、園における配慮や支援内容等の引継を行い、途切れのない支援を図っている。

図表２０　こげら就学支援シート提出件数
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　 (3) 特別支援学級の設置 

　　　  知的障がいのある児童・生徒を対象にした知的障がい学級（固定制）を市立小学校１９校中６校、市立中学校８校中５校に設置している。

　　　  
図表２１　　知的障がい学級、通級指導学級の児童・生徒数
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　※通級指導学級とは、情緒障がい等学級と難聴・言語障がい学級を指す。

また、自閉症、情緒障がい等で一部特別な支援を必要とする児童・生徒を対象にした情緒障がい等通級指導学級を小学校５校、中学校２校に設置している。小学校では、平成２９年度から平成３０年度にかけて、設置校が拠点校となり、巡回指導教員が拠点校から各小学校に出向き、情緒障がい等通級指導学級で行ってきた指導を児童の障がい状況等に応じて実施する特別支援教室を各小学校に設置予定である。

さらに、聞くこと、話すことに課題のある児童のための難聴・言語障がい学級（通級制）を小学校１校に設置している。

知的障がい学級（固定制）の児童・生徒数は小学校、中学校とも大きな伸びはないが、情緒障がい等通級指導学級（特別支援教室）の児童・生徒数については、小学校、中学校とも年々増加している。（図表２１）
(4) 個別の教育支援計画、個別指導計画の作成 

　　個別の教育支援計画は、児童・生徒ひとりひとりのニーズを把握し、教育の視点から適切に対応するため、教育のみならず、福祉、医療等の様々な側面からの取組を含め、関係機関等の密接な連携を確保し、教育的支援を行うために作成するものである。

また、個別指導計画は、障がいに応じたきめ細かな指導が行えるよう、ひとりひとりの障がいの状態や発達段階等の把握に基づき、指導目標や指導内容、方法等を具体的に記載して作成するものである。

図表２２を見ると、通常の学級における個別の教育支援計画の作成数が平成２５年度をピークに減となっている。

平成２８年８月に施行された改正発達障害者支援法第８条では、「個別の教育支援計画の作成及び個別の指導計画の作成の推進」が新たに規定されており、今後両計画の作成をさらに推進し、児童・生徒の支援を行っていくことが重要である。（図表２３）
図表２２　個別の教育支援計画の作成数
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図表２３　　個別指導計画の作成数
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(5) 教育相談室

　　児童・生徒の性格や行動で気になること、勉強のこと、その他教育上の問題で心配なことがある場合、教育委員会では様々な相談形態を用意し、児童・生徒及びその保護者からの相談に対応している。（図表２４）
教育相談室は、教職経験の豊富な相談員や、大学院で心理学を専門に学んだ相談員（臨床心理士等）を配置し、相談に応じている。

相談は来所相談、電話相談で行い、学校への連絡についても保護者の同意を得た上で行うなど、プライバシーへの配慮に努めている。

　　図表２４　教育相談室における発達に関わる相談件数
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(6) スクールカウンセラーの配置

　　スクールカウンセラーは、児童・生徒や保護者の抱える悩みを受け止め、学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、平成７年度から旧文部省が「スクールカウンセラー活用調査研究委託事業」として開始したもので、小・中学校への配置が計画的に進められている。

　
　図表２５　　スクールカウンセラーによる延べ相談件数
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　小平市においては、東京都によるスクールカウンセラーの配置が中学校と一部の小学校に限られていたため、市独自で小学校にスクールカウンセラーの配置を行っていたが、平成２５年度から東京都が全公立小中学校に配置を行ったことから、相談件数が特に小学校で増加し、その重要性が高まっている。（図表２５）
　

(7) スクールソーシャルワーカーの配置

スクールソーシャルワーカーは、児童・生徒が学校や日常生活で直面する悩みなどについて、児童・生徒の社会環境を構成する家族や、友人、学校、地域に働きかけ、福祉的なアプローチによって解決を支援する社会福祉士や精神保健福祉士などの資格を持つ専門職である。

子ども家庭支援センターや医療機関等の関係機関と連携し、児童・生徒の支援にあたっている。

小平市においては、平成２０年度から配置を開始し、平成26年度には全中学校に配置しており、各中学校区にある小学校へも、要請に応じて支援を行っている。

　 (8) 巡回相談員の派遣

　児童・生徒を支援していくためには、児童・生徒を支える教員も支援していく必要がある。

臨床心理士、臨床発達心理士、学校心理士、作業療法士の資格を持つ巡回相談員が、各学校を巡回し、担任や特別支援教育コーディネーター等に、児童・生徒の個別ニーズの把握や支援の内容・方法について、相談、助言を行っている。

　平成２４年度までは、各校年平均６回の派遣を実施していたが、学校からの相談ニーズの増加に伴い、平成２５年度からは各校年平均６.５回の派遣を行っている。

　さらに、大学の准教授であるチーフ巡回相談員を通級指導学級設置校に派遣しており、平成２７年度には４校計１８回の派遣を行った。

　 (9) 特別支援教育支援員の配置

　平成２６年度から、発達障がい等の児童・生徒に対して、特別支援教育支援員を配置している。（図表２６）
特別支援教育支援員は、発達に遅れ等がみられる児童・生徒に対して、安全確保や居場所の確認、黒板の読み上げ、代筆、用具準備、教員指示の確認等の教育的支援を行っている。

図表２６　　特別支援教育支援員の配置

	年度
	配置校
	対象児童・生徒数
	配置時間

	平成２６年度
	１４校
	２６名
	３,３０５時間

	平成２７年度
	２０校
	４３名
	７,４５４時間


      その他、各校では、学校内の関係者や福祉・保健・医療等の関係機関との連絡調整や保護者との相談窓口として、特別支援教育コーディネーターを校長が指名し、学校全体で特別支援教育に取り組んでいる。

　　　特別支援教育コーディネーターは、校内委員会を積極的に活用して、支援対象となる児童・生徒や担任を支援したり、様々な専門性をもつ教員（校内資源）を活用するための支援体制作りをしたり、校内研修や資料配布等による啓発活動を通して校内の特別支援教育に対する意識向上等を図っている。

　 (10) 放課後等デイサービス

　　　　放課後等デイサービスは、学校在学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進することを目的として、平成２４年４月に創設された児童福祉法のサービスである。

　　　　

　　　図表２７　　放課後等デイサービス利用者実人数
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　　　　放課後等デイサービスは、利用者が年々増加している。（図表２７）

市内だけでなく市外の事業者を利用することも多く、学齢期の障がい児の居場所として今後もその必要性は高まっていくと思われる。

　　　 ただし、発達障がいのお子さんにとって、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供する場所にはなっていない場合もあることから、発達支援についてスキルの高い放課後等デイサービスが求められている。

　４　学齢期以後の支援

　 (1) 就労支援

　　　障がい者の自立と社会参加を促進するため、小平市障害者就労・生活支援センターほっとに委託し、就労支援を実施している。

　　　ほっとでは、長期的な職場定着という一貫した支援を目標に掲げ、利用登録を行った障がい者に対して、就労支援を行っている。（図表２８）
     図表２８　就労支援登録者数、新規一般就労者数

[image: image24.wmf]261 

296 

353 

422 

455 

30 

37 

47 

32 

47 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

平成

23

年度

平成

24

年度

平成

25

年度

平成

26

年度

平成

27

年度

登録者数

新規一般就労者数

就労支援登録者数、新規一般就労者数


　 (2) 就労移行支援、就労継続支援

　　　 就労移行支援は、一般企業等での就労を希望する６５歳未満の障がいのある人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練を行うものである。

　　　　また、就労継続支援は、一般企業等での就労が困難な障がいのある人に、働く場を提供するとともに、知識や能力の向上のための必要な訓練を行うものである。（図表２９）
　　　　就労継続支援のうち、就労継続支援Ａ型は、雇用契約に基づき継続的に就労することが可能な６５歳未満の者を対象とし、就労継続支援Ｂ型は、通常の事業所に雇用されていた障がい者であって、その年齢、心身の状態その他の事情により、引き続き当該事業所に雇用されることが困難となった者等を対象としている。
　　　　

     図表２９　就労移行支援、就労継続支援利用者数
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　　  　その他、相談支援事業所で１８歳以上の障がいがある方の相談を受けている。

第３　小平市の発達支援の課題

　本検討委員会では、発達支援相談拠点のあり方とあわせて、相談拠点が機能するために発達支援全般にわたる議論を行った。

また、団体ヒアリングにおいても発達支援に関わる意見をいただいたことから、ここでは、第２で述べた現状を踏まえて、発達全般にわたる課題について、以下のとおり整理した。

（注）団体ヒアリング

　　　市内の発達障がいに関係する団体である小平地域精神保健福祉業務連絡会、小平自閉症を考える会（ＫＡＳＡ）、小平手をつなぐ親の会、ＮＰＯ法人こども未来ラボに対して、事務局がヒアリングを実施した。
　　　
１　相談

(1) 「どこに相談していいかわからない」保護者の相談場所の確保
　　　　小平市では、就学前の発達が気になる幼児がいる保護者は、健康推進課で実施する健康診査、子ども家庭支援センターにおける子育て相談、幼稚園・保育園で行う巡回相談などを通して、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターの言語相談訓練につながり、言語訓練の中で幼児の発達について相談するという流れが確立している。

　　　　また、幼稚園や保育園に通う幼児の保護者と園が信頼関係を構築し、相談をしていく中で、健康推進課、子ども家庭支援センター、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターなどの支援機関に相談に行くように勧められることもある。
　　　　しかし、支援機関との接点がない場合や、他地区から転入し保護者がどこに行っていいかわからず、時間が経過してしまう可能性がある。また、相談への抵抗を感じている保護者の場合、何らかの折に相談につながったとしても、相談の経過に伴い、他の相談窓口を紹介され、そこで相談がストップしてしまうケースもある。

このように、どこに相談にしていいかわからない保護者のための相談窓口や、相談に抵抗を感じている保護者をしっかりと受け止めることができるワンストップの相談窓口が必要である。

　　(2) 敷居の低い相談場所の確保

子どもの育ちに不安や戸惑いを感じている時期にあっては、「障がい」という言葉には抵抗があり、子どもの状況を発達障がいとして受容することについては、保護者として葛藤があると想像できる。

子どもの発達について、じっくり時間をかけて相談できること、年齢に関係なくアクセスできることが必要である。

そのためには、気軽に相談できる敷居の低い相談場所であることが望ましい。

　　(3) 学齢期の相談場所の確保

　　　  (1) で示したように、本市においては、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターが言語相談訓練を行いながら、言語聴覚士を中心にその中で保護者からの相談を受けているのが現状である。

　　　  言語相談訓練は利用希望者が多く、一部のフォローアップを除き、長く利用したいと思っている保護者が多いにもかかわらず、原則就学前までで終了することとなり、就学後はそれまで子どもの特性をよく理解していた支援者と接点がなくなってしまうことになる。

学校では、学級担任、特別支援教育コーディネーター、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、教育相談室等、様々な窓口を整備し、学校や生活面で困ったことに対していつでも相談できる体制を用意しているが、保護者にとっては最初から関係を築く必要があり、負担が大きい。

また、発達の遅れが考えられるが通常の学級に通っている児童・生徒及びその保護者にとっては、学校での困り感に対して、学校以外の第三者に相談できる場所を希望する場合がある。

こうした保護者に対して、子ども家庭支援センターが相談を受け丁寧に対応しているが、最初から関わっていないことから、支援が一度途切れてしまうことになる。

言語相談訓練の方針など、学齢期に合わせて継続できるような情報の橋渡しができ、子どもの成長とともに継続的に相談できる相談拠点の設置が必要である。

　　(4) 大人の発達障がい者の相談対応

大学生や社会人になり、複雑な人間関係と社会生活の中で、生きにくさを感じるようになり、発達障がいが顕在化するケースがある

こうした場合、支援者とのつながりもなく、本人及び家族だけで悩んでしまうことが想定され、うつ病や統合失調症等の二次障がいを起こすことも懸念される。

公的支援の窓口として障がい者支援課が存在するが、こうした大人の発達障がいの相談場所はないのが現状である。

　２　療育

(1) 療育機関の確保

発達に遅れがあり、療育が必要な就学前の幼児を対象に、たいよう福祉センター内のあすの子園で児童発達支援を行っている。さらに、平成２８年４月から、小平福祉園においても児童発達支援がスタートしたところである。

児童発達支援では、個別や集団による療育が行われる。健康推進課が実施する乳幼児発達相談事業においても、ひよこグループ、こぐまグループを設け、集団による経過観察や指導を行っている。

集団における困難さを知り、その対応のための療育・環境改善が大切であることから、特に集団による療育の拡充が必要である。
　　 　 学齢期の療育機関としては、放課後等デイサービスがあげられる。現在市内には１０箇所開設されているが、軽度な知的障がい児が主な対象で、発達障がい児に対するサービスとしてはまだ十分ではなく、就学後の療育機関の確保が課題になっている。

(2) 言語相談訓練事業の利用者増

言語相談訓練は、発達障がい児への療育として、重要な役割を果たしているが、利用者が年々増加している。また、利用者が就学後も長く利用したいと思っているにもかかわらず、就学前までの利用となっている。言語相談訓練のより一層の充実が求められている。

　３　教育

(1) 学校と療育機関とのつながり

小学校においては、特別支援教育コーディネーターを指名するとともに発達に関する専門家である巡回相談員から助言を受けるなど、個々の児童の状況の把握、相談などをきめ細かく行っている。

小学校に入る際、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターで行っている言語相談訓練の担当者は学校生活が円滑に行われるように引継を行い、児童の状況に応じて就学後においても継続して支援を行っているが、その後、センターとの関係が希薄になるため、当該児童を継続的にフォローする機関が求められる。

(2) こげら就学支援シートの活用

こげら就学支援シートは、 家庭や幼稚園・保育園等における幼児の様子や指導内容・方法の工夫や配慮などを小学校に引き継ぐもので、児童が安心して学校生活を送れるようにするためのものである。

このシートは、管理職や学級担任、養護教諭、特別支援教育コーディネーター等が目を通して、児童の支援に役立てていくものである。

学校においては、こげら就学支援シートや日頃の状況等を基に、個別の教育支援計画である学校生活支援シートを作成し、さらにこの教育支援計画から個別指導計画を作成し、支援を具体化し、指導を行っている。

　　   このように就学支援シートは学校における支援の入口となるものであるが、団体ヒアリングにおいて、十分活用できていない場合があるとの意見があった。今後も、支援の必要な幼児について作成が図られるよう、保護者、幼稚園、保育園等へさらに周知していくとともに、学校における活用方法について検討していく必要がある。

(3) 特別支援教育の充実

市では、平成２３年３月に「小平市特別支援教育総合推進計画前期計画」を策定し、平成２８年４月からは「小平市特別支援教育総合推進計画後期計画」に基づき、子どもの育ちをトータルに見据え、一人一人のニーズに合った支援を行う特別支援教育を推進している。

平成２９年度からは、小学校の情緒障がい等通級指導学級が特別支援教室に順次変わる予定である。これは、従来通級指導学級設置校に児童が通い指導を受けていたものを、巡回指導の拠点校から児童が通学する小学校へ教員が巡回する指導方法に変更するもので、より多くの児童が支援を受けられるようになり、在籍校の担任と巡回指導教員の連携が密になるなどのメリットが期待されている。

団体ヒアリングにおいて、知的な遅れがなく発達に遅れがある児童が通常の学級に在籍する場合、環境に適応できず、不登校等の二次障害を起こすことがあるとの意見があった。

巡回指導教員が通常の学級に巡回することにより、そうした児童に適切な指導・支援を行うことが期待できることから、特別支援教室の今後に注目したい。

また、通常の学級における児童・生徒への支援の充実のため、就学支援シートを受領した児童に対する個別の教育支援計画と個別指導計画の作成を一層促進することや、特別支援教室を利用する児童に対しても、両計画の作成を推進することが求められる。

４　保護者支援

(1) 保護者の相談場所

就学前に健康推進課で行う健康診査、子ども家庭支援センターにおける育児相談、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターによる幼稚園、保育園への巡回相談などで、保護者が支援者とつながることが可能である。

しかし、自ら相談しようと思った場合の相談窓口が不足しているのが現状である。

日頃から幼児や保護者と接する機会が多い幼稚園教諭や保育園保育士にあっても、気軽に相談できる相談場所があれば、保護者に紹介することも可能となる。
(2) 子どもを理解するスキルの提供

支援者とつながっている保護者は、その支援者から子どもの特徴や成長にあわせて適切なアドバイスを受けることができるが、支援者とつながっていない保護者は子どもの育てにくさなどの悩みを抱え込んでしまう恐れがある。

　　 　子どもの育てにくさ、育児困難は虐待のリスクを増大させる要因であるといわれているが、特性や行動を理解し困り感をやわらげることによってリスクを軽減することが必要である。

５　発達支援に関する情報提供

　　　発達支援については、健康推進課、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センター、子ども家庭支援センターなどが各々で市報やホームページで提供しているため、発達支援に関するトータルな情報が市民に十分提供できていない。

　　　団体ヒアリングでは、「小平市に住んでいる人が受けられる支援の全ての情報を提供してほしい」との要望があり、どのような情報をどのように提供していくか検討していく必要がある。
６　発達支援に関する担当部署

市民向けの取組は個々の機関で行っており、庁内、関係機関の連携は、小平市特別支援教育総合推進計画庁内委員会や子どもの発達を支援する連絡会により行っている。
しかしながら、市の中で発達支援に関して総合的に所管する部署が存在しないのが現状である。
発達支援を所管する部署が存在することで、市民がまずどこに行ったらいいか迷うことがなくなり、また、担当部署を中心に各機関の連携が緊密になることが期待できる。
　７　課題の整理

　　　検討委員会から出た課題について、前述した厚生労働省研究報告書の中で提言している発達支援システムの原則（８頁）を用いて整理をする。

 　　(1) 発達支援システムは発達障がいを含めた全ての子どもの発達と保護者の子育てを支援するもの
　　　　全ての子どもの発達と保護者の子育てを支援するためには、保護者が気軽に相談できる窓口を整備する必要がある。

　　　　そのためには敷居が低く、ライフステージのあらゆる場面に対応できる相談窓口が望ましい。

　　　　また、子どもの困った行動等に、保護者がどのように向き合ったらよいかを学べるペアレント・プログラムの実施等、保護者を支援する仕組みづくりが必要である。

(2) あらゆる支援ニーズを包含して総合的であり、それがライフステージに沿って一貫性と継続性を持って提供されるもの

市の発達支援の主な取組は、健康福祉部では、乳幼児健診や言語相談訓練、子ども家庭部では保育園等の巡回相談、教育部では特別支援教育など、各々の部の組織目標に沿って実施している。

しかし、保護者がどこに相談に行っていいかわからない、いくつもの支援機関を回り適切な支援に辿りつかない、途中で相談をやめてしまうなどの課題があげられている。

これらの事業が有機的に機能するために、発達支援の全体の取組に精通し、子どもの発達に合わせて支援する専門部署が必要である。

(3) 多くの機関・団体・事業所が関わるシステムは互いに得意な領域に特化し、それ以外は他の機関等に委ね、相互補完的に連携し、主人公である子どもとその家族を支えるもの
発達を支援する体制は行政機関だけでなく、幼稚園、保育園、事業　　　者など、多岐にわたる関係者の連携により支えられている。こうした支援機関の連携を強化し、地域全体で発達支援を強化していく必要がある。

　　　 また、支援機関の職員のレベルアップを図る必要がある。現在市内の幼稚園・保育園・認定こども園への巡回相談事業では、言語聴覚士等の専門職による指導で、現場の職員がレベルアップしてきている。

こうした専門職による指導により、現場の支援者の能力を高め、発達支援のスキルを底上げするシステム作りが求められる。

　  (4) 公民の役割分担の明確化とそれに基づく基幹機能の適正配置、行政が責任を持ってシステムを運営すること。
        市の担当部署として発達支援担当部署を設置し、行政が責任を持って、発達支援を推進していく必要がある。
第４　小平市の発達支援の方向性に関する提言

　ここでは、現状の分析、課題の整理から、小平市が目指すべき発達支援の方向性について本検討委員会として提言を行う。

１　提言の柱


(1) 発達支援担当部署の設置

検討委員会では、発達支援相談拠点の設置の前提として、行政の中に発達支援担当部署の設置を提言する。

現状においても、市の施策の中には発達支援に関する基本的な機能は備わっており、それぞれの機関が持てる力を発揮して支援に取り組んでいるが、それが有機的に機能していないのではないかとの意見があった。団体ヒアリングにおいても、発達支援の中心となる組織がほしいとの要望があった。
発達支援担当部署を設置することにより、福祉、保健、子育て、教育、医療分野を横断的に連携する主体となり、発達支援全般を見渡すことができることから、途切れのない支援につながることが期待できる。

　　　①　発達支援担当部署に期待する役割

　　　　ア　発達支援の方向性の決定

本市の発達支援については、「小平市特別支援教育総合推進計画後期計画」や「小平市障がい者福祉計画」において、位置付けられている。

改正発達障害者支援法では、市の役割が明確になっており、今後の発達支援の施策を展開していく上で、その方向性を決定していくことが求められている。

施策の推進にあたっては、地域の特性を十分把握する必要がある。厚生労働省研究報告書にあるように、アンケート調査等により発達障がいの実態を把握し、地域診断を実施していくことも今後検討していく必要がある。

　　　　　　※地域診断とは、対象となる地域について、客観的指標やきめ細かい観察を通して、地域ごとの問題、特徴を把握すること

イ　情報の集約・提供

　　　　　　情報の集約・提供については、後述する発達支援相談拠点の機能の１つとも考えられるが、発達支援相談拠点と連携し、情報の集約・提供にあたる必要がある。

　　　　　　特に、行政内で多岐にわたる発達支援の動向を把握し、発達障がい児やその保護者への適切な情報提供に努める必要がある。

　　　　ウ　各支援機関との連絡調整

　　　　　　各支援機関の連絡調整機関として、特別支援教育においては小平市特別支援教育総合推進計画庁内委員会、連絡会、実務者部会等が存在する。

発達支援については、支援者が自ら立ち上げた子どもの発達を支援する連絡会があり、こうした連絡会を通じて、情報共有を行い、顔の見える関係を構築しながら、連携を図ってきた。

今後は発達支援相談拠点をサポートし、より強固な関係を築き、支援情報を共有するために、連携体制構築の中心になっていくことが求められる。

特に医療機関との連携は今後重要になってくる。一般社団法人小平市医師会では、子どもたちの健診に尽力するとともに、毎年発達障がいに関する市民向け講演会を開催し、市民への理解啓発に取り組んでいる。

厚生労働省では、どの地域においても一定水準の発達障がいへの対応を可能とすることを目的に、かかりつけ医に対する「かかりつけ医等発達障害対応向上研修事業」を実施している。国においても発達支援におけるかかりつけ医の重要性を認識しており、今後ますます医療機関との連携は不可欠である。

また、市内には発達障がいに関して高度な知見を有する国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターが存在し、センターの医師等が地域貢献に尽力している。

このような医療機関との連携をはじめ、各支援機関とのさらなる連携強化が必要である。

　　　　エ　保護者や支援者からの意見聴取
　　　　　　発達支援相談拠点に限らず、発達支援全般にわたる方向性等について、支援者、保護者等から意見を聞く仕組みについて検討を行う必要がある。
　　(2) 発達支援相談拠点の設置

　　　　発達支援相談拠点は、既存の発達支援資源を活用しながら、保護者にとって気軽に相談できる拠点として、１８歳までを中心とする発達障がいのある子どもとその家族からの相談を受ける直接支援機能と、各支援機関の支援者のレベルアップ、情報の集約・提供、市民への啓発などの間接支援機能が求められる。

　　　①　直接支援機能

　　　　ア　相談機能

　　　　　(ｱ) 相談の対象

　　　　　　　０歳から１８歳までの発達障がいのある子どもとその家族、保育園保育士、幼稚園教諭、小・中学校教員

　　　　　(ｲ) 相談の形態

　　　　　　　・電話相談

　　　　　　　・来所相談

　　　　　(ｳ) 相談体制

　　　　　　　心理職等の発達支援の専門家を配置

　　　②　間接支援機能

　　　　ア　コーディネート機能

　　　　　　健康推進課、たいよう福祉センター、あおぞら福祉センター、子ども家庭支援センター、保育園、幼稚園、学校等の地域の支援機関と連携。市の発達支援担当部署と協力し、情報の集約、提供を行う。

　　　　イ　地域支援機能

　　　　　　幼稚園、保育園、小・中学校等の地域の支援機関に出向くアウトリーチを行い、カンファレンスへの参加、幼児・児童・生徒への対応についての指導等を行い、支援力の向上を図る。

　　　　ウ　研修機能

　　　　　　定期的な研修を実施し、幼稚園教諭、保育園保育士、小・中学校教員の支援力の向上を図る。

　　　　エ　啓発機能

　　　　　　市民向け講演会の実施、市発達支援担当部署と協力した市民啓発事業を実施し、市民の発達障がいへの理解を促進する。

　２　今後の発達支援の方向性

　　　今後の発達支援については、市の発達支援担当部署と発達支援相談拠点が両輪となり、市の発達支援を展開することとする。その上で、従来の支援策も含めた今後の方向性について以下のとおり、提案する。
図表３０　今後の発達支援の方向性

	早期発見・早期療育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・発達支援相談拠点の活用

　　・言語相談訓練、巡回相談の拡充

　　・児童発達支援の拡充

　　・健康推進課との連携強化

　　・幼稚園・保育園・認定こども園の支援力向上

　

　学齢期の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・発達支援相談拠点の活用

・特別支援教育の推進

　　・教育委員会との連携強化

　　・こげら就学支援シートの活用

　　・放課後等デイサービスの充実

　成人期の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・市発達支援担当部署の活用

　　・就労支援の活用

家族支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・発達支援相談拠点の活用

・ペアレント・プログラムの実施

　　・保護者サークルの支援

　　・白梅学園大学との連携による療育事業の展開

　

　情報提供・研修・啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・ホームページの充実

　　・発達支援に関するガイドブックの作成

　　・支援者向け研修の実施

　　・市民向け講演会の実施



※今後の市内の療育機関及び相談支援機関のイメージは、４５頁の図表３３を参照

　　(1) 早期発見・早期療育

　　　ア　発達支援相談拠点の活用

　　　　　発達障がいの早期発見は、早期療育を実施していく上で、重要な入口である。

　　　　　改正発達障害者支援法においては、保護者への継続的な相談、情報提供及び助言を行うよう努めることとしており、相談窓口は非常に重要である。

　　　　　検討委員会においても、敷居の低い相談拠点とすべきとの意見は多くあげられた。保護者が気軽に相談できる拠点を目指すべきである。

　　　イ　言語相談訓練、巡回相談の拡充

　　　　　言語相談訓練は、課題の整理においても記述したとおり、市における大切な療育機能である。言語相談訓練だけでなく、保護者からの相談にも応じ、発達障がいのある子どもや保護者にとって重要な役割を果たしている。

　　　　　しかしながら、発達障がいが疑われる子どもの増加等により、利用希望者が増加し、保護者のニーズに対応できない状況である。

　　　　　また、巡回相談についても、近年の保育需要の急増により、私立保育園が年々新設され、十分な対応ができているとはいいがたい。

　　　　　療育のサービス量を増やすことは念頭に置きつつも、言語相談訓練、巡回相談の有効利用・拡充を検討していくことが必要である。また、巡回相談員の質の確保も重要である。

　　　ウ　児童発達支援の拡充

　　　　　児童発達支援は市内３か所に存在する。市外も含め、利用者が増加している状況である。市内の法人等に働きかけ、さらなる拡充が必要である。
　　　エ　健康推進課との連携強化

　　　　　健康推進課が実施する１歳６か月児健診、３歳児健診は早期発見の入口である。この入口でいかに支援につなげることができるかが、早期療育の鍵になる。

　　　　　発達支援担当部署や発達支援相談拠点と連携し、健康診査から療育へつなげる工夫を検討する必要がある。
　　　オ　幼稚園・保育園・認定こども園の支援力向上

　　　　　幼稚園・保育園・認定こども園における集団生活は、幼児が共に育つことで生活する力をつけたり感情を醸成するために、重要な役割を果たす場と言える。
発達支援相談拠点のアウトリーチ機能等を活用して、こうした集団生活を支える幼稚園教諭、保育園保育士、認定こども園保育士、児童館や子育て広場スタッフ等の支援力の向上を図っていく必要がある。
　　(2) 学齢期の支援

　　　ア　発達支援相談拠点の活用（再掲）

　　　　　学齢期においては、教育委員会が教育相談室、スクールカウンセラー等の相談体制を整備している。
　　　　　しかしながら、学齢期の悩みは、学習面、生活面、いじめ、家庭問題など多岐にわたり、時には保護者と教育部門との信頼関係の構築が困難な場合もある。
第三者の立場である発達支援相談拠点を有効に活用し、本人や家族の困り感に寄り添うとともに、相談過程で教育相談室など連携を図ることが、より効果的な支援につながると考えられる。

　　　イ　特別支援教育の推進

          学校における支援の中心は特別支援教育にある。平成２９年度からは特別支援教室がスタートし、特別支援教育に対する専門性の高い教員から、落ち着いた環境の中でより充実した支援が期待できる。

　　　　　しかしながら、通常の学級に通う困り感のある児童・生徒にとっては、担任教諭、学校の支援が大切である。特別支援教育コーディネーターや校内委員会等を活用し、学校全体で発達障がいのある児童・生徒の支援が求められることから、さらなる特別支援教育の推進が必要である。

　　　ウ　教育委員会との連携強化

　　　　　前述したとおり、健康福祉部、子ども家庭部、教育委員会は、小平市特別支援教育総合推進計画後期計画庁内委員会等で連携して事業を推進している。

　　　　　今後は発達支援相談拠点に期待されるコーディネート機能、アウトリーチ機能等を活用し、発達支援相談拠点を中心に各支援機関と教育委員会がさらなる連携を行っていくことが大切である。
また、市、子ども家庭支援センター、児童相談所、医療機関等の関係機関とネットワークを構築し、児童・生徒の支援にあたるスクールソーシャルワーカーが障がい者支援課のケースワーカー等と連携し、発達障がいの児童・生徒やその保護者を支援することも必要である。

　　　エ　こげら就学支援シートの活用

　　　　　こげら就学支援シートは就学前の幼児の状況を学校に伝える、重要な情報源であり、途切れのない支援をするための大切な資料である。

　　　　　特別支援教育においてもその重要性について認識し、活用方法について検討を行っているが、発達支援の面からも配付方法の改善等を行い、さらなる活用を促す工夫が大切である。
　　　　　
　　　オ　放課後等デイサービスの充実

　　　　　放課後等デイサービスは学校が終わったあとの療育の場として、発達障がいの児童・生徒やその保護者にとっては重要なサービスである。

国全体を見ても、新制度が始まった平成２４年４月以降、事業者数は大幅な増加を続けている。（図表３１）
　　　　図表３１　　実施主体別放課後等デイサービス事業者数の状況

　　 　　[image: image26.wmf]　実施主体
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　　　　※社会保障審議会障害部会（第７５回）資料より～出典は国保連データ（平成２７年３月現在）
　　　　　しかしながら、「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて～社会保障審議会障害者部会報告書～」（平成２７年１２月１４日）では、「単なる居場所となっている事例や、発達支援の技術が十分ではない事業所が軽度の障害児を集めている事例があるとの指摘がある。」としている。

　　　　　こうしたことからも、発達支援について十分なスキルを持つ放課後等デイサービス事業所の設置が求められる。

    (3) 成人期の支援

　　　ア　市発達支援担当部署の活用

　　　　　発達支援に関する情報提供を行うとともに、障がい者支援課と連携して障がい福祉サービスの提供について案内することも可能である。

　　　イ　就労支援の活用

　　　　　団体ヒアリングでは、「発達支援のゴールは大人になること」との意見をいただいたが、保護者としては、本人が就労することが自立への第一歩と考える。

　　　　　小平市障害者就労・生活支援センターほっとでは、発達障がい者はもちろん、多くの障がい者の就労支援を行い、実績をあげている。ほっとの活用等により、スムーズな就労移行が望まれる。

    (4) 家族支援

　　　ア　発達支援相談拠点の活用（再掲）

          早期発見としての発達支援相談拠点の活用も重要であるが、子どもの成長とともに、保護者の悩みも変化していく。

　　　　　障がい受容、就学への不安、学校でのいじめなど、保護者が抱える悩みを聞き、適切なアドバイスができる専門家が必要である。発達支援相談拠点には発達障がい者本人のほか、保護者や兄弟姉妹などを含む家族全体を支えていく機能も期待される。

　　　イ　ペアレント・プログラムの実施

　　　　　発達障がいがある子どもの保護者にとって、子どもの育てにくさ、育児困難は切実な問題である。発達障がいがある子どもに対して、否定的な目を向けず、肯定的な視点で子どもをみる方法や技術を学ぶプログラムがぺアレント・プログラムである。

　　　　　厚生労働省平成２６年度障害者総合福祉推進事業報告書「市町村で実施するペアレントトレーニングに関する調査について」によれば、ペアレント・プログラム実施後には、肯定的な働きかけが増え、逆に叱責が減るといった効果がみられた。

　　　　　また、ペアレント・プログラムは、支援者が学ぶことにより、発達障がいの子どもへの支援力がつき、支援者にとっても必要なプログラムといえる。

厚生労働省では、区市町村でのペアレント・プログラムの事業化を推進しており、市においても取組を進めていく必要がある。

　　　
ウ　保護者サークルの支援

　　　　　市内には、小平自閉症を考える会、小平手をつなぐ親の会等、障がいがある子どもの保護者の会が存在する。悩みを抱えた保護者にとって非常に心強い存在であり、困難を乗り越えてきた先輩保護者の意見はたいへん貴重である。

そうした保護者の会は、ともに苦労した保護者が手をとりあって作ってきたものであり、同じような年齢で同じような悩みを抱える保護者同士のつながりが深い。

　　　　図表３２　「ままらっこ」と子ども家庭支援センターの連携例
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　　※子どもの発達に心配のある親達の会「ままらっこ」１０周年のしおり（2016年９月）より

また、発達支援担当部署や発達支援相談拠点が、そうした保護者同士の情報交換の場や活動を支援し、保護者の負担を少しでも軽減することが必要である。

子ども家庭支援センターの３歳児の会に参加した保護者と子育て交流広場に来所していた保護者が立ち上げた「ままらっこ」は、障がいのある子どもを持つ保護者同士が交流する自助グループで、子ども家庭支援センター職員の支援をうけながら活動し続け、2015年で１０周年を迎えた。2016年にはメンバーによる10周年記念誌の作成と茶話会を催すなど、メンバー出身のスタッフが自主的に活動を続けており、悩みを抱える子育てを始めたばかりの保護者達の支えになるべく相談や助言を行っている。
こうした先行事例を参考にし、例えば

・発達支援担当部署と発達支援相談拠点が連携して保護者をつなげる。

・発達支援相談拠点職員が保護者サークルなどの活動を支援する。

等を行うことにより、保護者を支援していく必要がある。（図表３２）
　　　エ　白梅学園大学との連携による療育事業の展開

          「第２　小平市の発達支援の現状」でも紹介したとおり、白梅学園大学が地域交流の一環として実施している療育事業は、子どもの発達に悩む保護者たちが数多く参加している。

　　　　　気軽に参加できる工夫がされており、保護者同士のつながりもできることから、保護者からも好評である。 

こうした事業に学生を含めた様々な人が関わることで、市民や学生の発達障がいへの理解が高まると期待できることから、今後もテーマを工夫しながら継続していくことが望まれる。

    (5) 情報提供・研修・啓発

   　 ア　ホームページの充実

　　　　　団体ヒアリングにおいて、ホームページの充実を求める声を多くいただいた。
情報の充実・整理を行うことで、発達の遅れが気になる子どもの保護者はもちろん、市民への啓発にもつながることも期待できることから早急に整備に着手する必要がある。

　　　イ　発達支援に関するガイドブックの作成

　　　　　情報提供手段として、ホームページの充実とともに、保護者から要望があったこととして発達支援に関するガイドブックの配布がある。

　　　　　ガイドブックも情報を入手する手段であるとともに、市民への啓発の手段となるものの、ガイドブックの作成には、時間や費用がかかり、更新にも労力が必要である。

また、発達障がいに関する情報は日々更新する必要があることから、ガイドブックをホームページに掲載し、随時更新できる方法を検討する必要がある。

※発達支援に関するガイドブックは、「こどもと、いっしょ～こだいら子どもの発達支援ガイドブック～」として、平成21年３月に小平市障がい者地域自立生活支援センターひびきが編集し、障害者福祉課（当時。現；障がい者支援課）が発行していた経緯がある。

　　　ウ　支援者向け研修の実施

　　　　　市の中に発達支援担当部署を設け、発達支援相談拠点を設置するだけでは発達支援としては十分ではない。

発達障がい者を支える地域の支援者の力を向上させることが、発達支援を継続的に行っていく上で、非常に重要である。

発達支援相談拠点の専門性を活用し、幼稚園教諭、保育園保育士、学校教諭、保護者サークル等へ研修を継続的に実施し、支援力アップに努める必要がある。

エ　市民向け講演会の実施

　　　　　改正発達障害者支援法第４条では、「国民は、個々の発達障害の特性その他発達障害に関する理解を深めるとともに、基本理念にのっとり、発達障害者の自立及び社会参加に協力するように努めなければならない。」と規定している。発達障がい者を支えていく上で、市民の理解も不可欠である。

　　 市全体で発達支援の取組を進めていくために、講演会を実施するなど、継続的な理解啓発活動が必要である。
　　　
図表３３　今後の市内の療育機関及び相談支援機関（イメージ）
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（３）地域自立生活支援センターひびき

（４）児童相談所

（５）教育相談室

ひびき

たいよう福祉センター

あおぞら福祉センター

ほっと

ほか

就学相談室

発達支援相談拠点

発達支援担当部署

子ども広場
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	子ども家庭部家庭支援担当課長

	
	武藤　好子
	子ども家庭部保育指導担当課長

	
	永田　幹子
	健康福祉部健康推進課保健指導担当係長

	
	小林　邦子
	教育部教育施策推進担当課長

	事

務

局
	河原　順一
	健康福祉部障がい者支援課長

	
	原　儀和
	健康福祉部障がい者支援課長補佐

	
	内野　正夫
	健康福祉部障がい者支援課相談支援担当係長

	
	塩田　容弘
	健康福祉部障がい者支援課相談支援担当係長


小平市発達支援相談拠点検討委員会の検討経過
１　検討委員会
	開催日
	検討内容

	平成２８年６月３日（金）
午後３時から５時まで
健康福祉事務センター第３、４会議室
	・発達支援に関する現状について
・発達支援の課題、相談拠点の機能等について

	平成２８年１１月１１日（金）
午後３時から５時まで
健康福祉事務センター第３、４会議室
	・第１回検討委員会検討内容、団体ヒアリング等について
・発達支援相談拠点の機能、発達支援の方向性について


２　団体ヒアリング
	開催日
	ヒアリング団体
	参加者

	平成２８年７月１３日（水）
午後１時３０分から３時まで
小平元気村おがわ東会議室
	小平地域精神保健福祉業務連絡会
	２７人

	平成２８年９月１４日（水）
午前１０時から１２時５分まで
健康センター第４会議室
	小平自閉症を考える会（ＫＡＳＡ）
	８人

	平成２８年９月１５日（木）
午後１時から２時５０分まで
健康センター第４会議室
	小平手をつなぐ親の会
	６人

	平成２８年９月２４日（土）
午後２時から４時まで
ＮＰＯ法人こども未来ラボ
	ＮＰＯ法人こども未来ラボ
	１０人


小平市発達支援相談拠点検討委員会設置要綱

平成２８年　５月３０日　制定

（設置）

第１条　小平市における発達支援（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第２条第３項に規定する発達支援をいう。）に関する相談の拠点（次条及び第８条において「相談拠点」という。）の検討を行うために、小平市発達支援相談拠点検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（検討事項）

第２条　委員会は、次に掲げる事項を検討する。

(1) 相談拠点の機能に関すること。

(2) 関係機関との連携体制の構築に関すること

(3) その他相談拠点に必要な事項に関すること。

（構成）

第３条　委員会は、識見を有する者及び医療又は福祉に関係する団体を代表する者のうち市長が依頼する委員８人以内をもって構成する。

（委員長及び副委員長）

第４条　委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを選出する。

２　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

（招集）

第５条　委員会は、委員長が招集する。

（会議の公開）

第６条　委員会の会議（以下この条において「会議」という。）は、公開する。ただし、会議を公開することにより、公平かつ円滑な会議の運営が著しく阻害されるおそれがあるときは、委員会の議により非公開とすることができる。

２　会議の傍聴の手続、傍聴人の遵守事項その他の会議の公開に関し必要な事項は、別に定める。

（意見の聴取）

第７条　委員会は、必要に応じて検討事項に関係がある者の出席を求め、意見を聴くことができる。

（設置期間）

第８条　委員会の設置期間は、委員会の設置の日から相談拠点の設置の日までとする。

（庶務）

第９条　委員会の庶務は、健康福祉部障がい者支援課において処理する。

（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

（施行期日）

この要綱は、平成２８年５月３０日から施行する。
	　　　　　　　　　

小平市発達支援相談拠点検討員会報告書
平成２９年３月発行
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　Ｆ　Ａ　Ｘ：　０４２（３４６）９５４１

　電子メール：　syogaisyashien@city.kodaira.lg.jp
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●言葉の発達の遅れ


●コミュニケーションの障がい


●対人関係・社会性の障がい


●パターン化した行動、こだわり





知的な遅れを伴うこともある





注意欠陥多動性障害　AD/HD


●不注意（集中できない）


●多動・多弁（じっとしていられない）


●衝動的に行動する（考えるよりも先に動く）











広汎性発達障害（ＰＤＤ）





自　閉　症








学習障害　LD


●「読む」、「書く」、「計算する」等の能力が、


　　全体的な知的発達に比べて極端に苦手





アスペルガー症候群





●基本的に、言葉の発達の遅れはない


●コミュニケーションの障がい


●対人関係・社会性の障がい


●パターン化した行動、興味・関心にかたより


●不器用（言語発達に比べて）





万人








１　発達支援システムは発達障がいを含めた全ての子どもの発達と保護者の子育てを支援するものであること。


２　あらゆる支援ニーズを包含して総合的であり、それがライフステージに沿って一貫性と継続性を持って提供されるものであること。


３　多くの機関・団体・事業所が関わるシステムはお互いが得意な領域に特化しそれ以外は他の機関等に委ね、相互補完的に連携し、主人公である子どもとその家族を支えるものであること。


４　公民の役割分担の明確化とそれに基づく基幹機能の適正配置、行政が責任を持ってシステムを運営すること。





人





園





人





件





人





人





・発達支援担当部署の設置


　 発達支援の相談窓口となり、情報の集約・提供、各支援機関との調整等を行う発達支援担当部署を設置する。





・発達支援相談拠点の設置


　 １８歳までの子どもを中心とする相談機能、コーディネート機能、研修機能を担う。











　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こど　子ども家庭支援センターの支援


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子ども家庭支援センタープロ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グラムにて広報・会場の提供・


　　　　　　　　　　　助言、情報提供                                 おもちゃ備品の貸出し・参加


保育ボランティア　　　　　　参加者紹介 　　　者の受付窓口


　　　　　　　　　  　　                        活動援助








　　　　　　　　　　


紹介、ボランティア　　　
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ままらっこ





障がい児の親の仲間作り。スタッフのファシリテートによるおしゃべりや情報交換





支援者





知的障害者親の会


自閉症を考える会


おもちゃ図書館


大学院生など





窓口





子ども家庭支援


センター


（心理・発達専門相談員）





参加希望者





他機関からの紹介





スタッフ・参加した方から勧められて





ひろばの相談員からすすめられて





心理・発達相談からすすめられて





センターのお便りをみて












